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2　長岡大学経済経営学部専任講師の井本と申します。
よろしくお願いします。
　本日は、長岡地域企業の成長・発展に関する基礎課
題と題しまして、毎年８月に行っております、当地域
研究センター主催のアンケートの結果報告と、あとは
それに関連した事業承継のお話をさせていただきたい
と思います。
　まず、基調報告ということで、アンケート調査結果
をご説明する前に、新潟県の景気動向についてお話し
をさせていただきます。
　いわゆるリーマン・ショックがありましてから、世
界的な不景気が広がっておりますが、全世界的に見て
も、あるいは新潟県で見ても、契機はリーマン・ショッ
ク以降景気が低迷しています。しかし、2009年３月か
ら６月にかけて景況判断が上っているということがグ
ラフから読み取ることができます。これは日本銀行新
潟支店が出しております、新潟県企業短期経済観測調
査結果というものです。赤色の線が日本銀行が行って
いる全国の統計で、青色の線が日銀の新潟支店が行っ
ています新潟県の統計です。
　業況判断D.I.というのは、製造業141社、非製造業
151社という新潟県内の企業合計292社に、現在の業況
はどうかということを聞きまして、「良い」「さほど良
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くない」「悪い」の３段階で表して、「良い」から「悪い」
を引いたものを数字で表したものです。ですから、０
を分岐点としまして、上の方に行きますと、業況が「良
い」と感じている企業が多く、下の方へ行くと業況が
「悪い」と感じている企業が多いということを示すも
のです。近年では、統計の上ではこのように回復傾向
が伺えるということです。
　ちなみにこの赤色の全国平均と青色の新潟県の数値
を比べてみた場合、全国平均よりも新潟県内の方が下
回っているのが特徴的に捉えることができます。日銀
新潟支店の考察によると、新潟県内の製造業において、
業績に与える影響は国内需給要因と海外受給要因に比
べてみた場合、新潟県内の製造業は、ほとんどが国内
授与うで業況が影響を受け、数字でいうと76.1％Ｐで、
海外需要は20.9％Ｐであるという数字です。全国平均
は国内需要が57.2％Ｐ、海外需要は30.7％Ｐですから、
新潟県では圧倒的に国内需要の方が大きな影響を受け
ています。海外に比べて現在の国内の需要は相対的に
弱い状況ですから、新潟県の数値は全国平均に比べて
低い位置にあるというように日本銀行新潟支店はまと
めています。
　当地域研究センターのアンケート調査は毎年８月に
行っているもので、今年で４年目の調査となります。
私どもの調査は、毎年企業は入れ替えをしております
が、今年は598社に郵送でアンケート票を送付し、回
答を得ております。今回、有効回答数は73件、回収率
は12.2パーセントでした。
　先ほどの業況判断D.I.のグラフを見たとき、２年目
3以降は、毎回前年よりも景況判断が下がっています。
今年は景気が悪かったから長岡の地域企業の業績も悪
かったですねと、３回連続で景気がどんどん悪くなる
中で、アンケート結果を報告する方も忍びなかったの
ですが、今年度は前年に比べて景況判断の数字が上
がっていますから、良い報告が出来るのではないかと
いうふうにも考えております。
１．長岡地域企業の概況
　まず、長岡地域企業の概況について、売上高、従業
員数、経常利益、企業業績全般に対する評価、企業規
模拡大の意向ということで、単純集計したものをご報
告いたします。
　昨年に比べて、売上高はどのように変化したかとい
う質問に対して、今年度の割合を示したものがこちら
の円グラフです。「非常に増加した」「かなり増加した」
という割合は少なくて、「やや増加した」「あまり変わ
らない」「減少した」という回答が続きます。「減少した」
という回答は39.7パーセントですが、時系列で見比べ
てみた場合には、去年は「減少した」が80.0パーセン
トであったのに対してその割合が少なくなってきてお
ります。一方で、「増加した」あるいは「変わらない」
という割合は比較的増えてきておりますので、全国的
な景気の回復、あるいは新潟県内の景気の回復という
ものが長岡地域企業の売り上げにも現れているのでは
ないかと考えることができます。
　従業員数の変化で見ましても、昨年度に比べると若
干良い数字が出ております。売上高や経常利益に比べ
まして、従業員数というものは変化の度合いが少ない
ものではありますが、「減少した」という割合が昨年
度に比べて減っているのに対して、「増加した」とい
う回答が、若干昨年度に比べて増えております。
　次に、前年と比べて経常利益はどのように変化した
かという質問です。経常利益に関してみると、売り上
げの伸びに比べて追いつきが弱く、「減少した」とい
う割合が42.5パーセントと比較的高い割合を占めてお
ります。これも時系列で見た場合には、昨年度に比べ
て回復傾向を読み取ることができます。
　業績全般の評価についての質問では、会社の業績に
ついて、経営者の方はどのように考えておられますか
という意図で、「大いに満足」「まあまあ満足」「やや
不満」「大いに不満」という４つの選択肢から選んで
もらったものです。それを見ると「大いに不満」とい
うのが43.8パーセントで圧倒的に多い割合ですが、昨
年度は「大いに不満」が67.1パーセントでしたので、
割合的には減少しています。その分「やや不満」ある
いは「まあまあ満足」の割合が伸びています。「大い
に満足」と回答していただいた企業は、2008年以降３
年連続で回答がありませんでした。まだまだ景気の回
復は途上であると考えております。
　次に、企業規模の拡大についての意向です。これは、
2009年度のアンケート調査から新しく付け加えたもの
なので、時系列は２つしかデータがありません。「積
極的に成長機会を見つけて規模を拡大させたい」「機
会があれば拡大させたい」「現状以上の規模拡大は望
4まない」という３つの選択肢の中から今後の成長意向
をうかがったものです。
　昨年に比べますと、「積極的に成長機会を見つけて
規模を拡大させたい」という回答が、若干ではありま
すが割合として増加しております。おそらくここの「現
状以上の規模拡大は望まない」というものが一定程度
の割合で固定されておりますが、機会があれば拡大さ
せたいと回答していた企業が、「積極的に成長機会を
見つけて規模を拡大させたい」へ移ったのではないか
と推察しております。
２．長岡地域企業の成長・発展のため
　　の取組
　長岡地域企業の成長・発展のための取組またはその
課題ということでいくつか質問をし、クロス集計を
行ってみました。
　御社の事業の中で力を入れている取組は何ですかと
いう質問を複数回答で３つまで選んでいただいた結果
が２－１です。トップが「既存顧客・取引先との取引
深耕」で、第２位が「新規顧客・取引先の拡大」とい
うように力を入れている取組が示されています。
　これを先ほど１－４でお示しした業績の評価とでク
ロス集計を行ってみました。具体的には「まあまあ満
足」、「やや不満」、「大いに不満」という回答が業績に
ついては存在していましたが、「まあまあ満足」と「満
足」という肯定的な回答と、「大いに不満」という否
定的回答で見たときに、どんな特徴があるのかを調査
して参りました。
　それを調べたものがこのグラフです。スライドの画
面でいくと青色が「まあまあ満足」、赤色が「やや不満」、
緑色が「大いに不満」をそれぞれ表しております。
　「力を入れている取組」と現在の「業績の評価」で
みた場合、「既存顧客、取引先との取引深耕に力を入
れている」と回答した企業は、業績が「大いに不満」
と答えている企業は56.3パーセントです。一方で、「ま
あまあ満足」となると21.4パーセントです。これは３
つまでの複数回答でしたが、トップ３に「既存顧客、
取引先との取引深耕に力を入れている」が入っている
のは、業績にある程度満足している企業では21.4パー
セントしかいなかったとように読み取ることができま
す。
　同じように、「新規顧客・取引先の拡大」でみても、
「大いに不満」が比較的高い割合を示しているのに対
して、「やや不満」「まあまあ満足」と上へ上がってい
くと、だんだんと数字が減少しております。あくまで
因果関係ではなくて相関関係を示すものですので、「既
存顧客、取引先との取引深耕に力を入れている」から
業績が不満なのだという因果関係を示すものではあり
ません。しかしこのように見ると何らかの特徴が見え
てくるのではないかと考えます。
　一方、「まあまあ満足」「大いに不満」の、逆に、「ま
あまあ満足」の割合が高くて「大いに不満」の割合が
低いものは、例えば新製品、新サービスの開発あるい
は優秀な人材の確保というものでした。
　この４つが特徴的なもので抜き出しをしましたが、
これを見ると、業績の評価で「まあまあ満足」と答
えている企業は、比較的顧客志向の活動をしている企
業よりも、製品・サービス指向あるいは優秀な人材の
5確保を指向している企業において、ある程度業績に満
足しているという回答が高いと読み取ることができま
す。
　また、今後、注力すべき課題は何ですかという質問
もさせていただきました。
　全体としては、「新規顧客・取引先の拡大」が59.7パー
セントで第１位、「コストの削減」が56.9パーセントで
第２位というような結果となっています。
　これを「企業規模拡大の意向」でクロス集計をとっ
てみました。
　「企業規模を積極的に拡大させたい」と回答した企
業を青色、「機会があれば拡大したい」と回答した企
業を赤色で、「規模拡大は望まない」とした企業を緑
色でそれぞれ割合を示しております。
　既存顧客・取引先との取引深耕は、全体で見れば最
も割合が高かったものですが、今後注力すべき課題―
―既存顧客との取引に今後も力を入れていきたいとい
う企業ででは46.2パーセント。一方で積極的に拡大さ
せたいという企業は29.4パーセント。ですから規模の
拡大が既存顧客とのパイプを強くすることではなく
て、別の新しい顧客先、新しいマーケットへの進出で
規模の拡大を図っているのではないかということが推
測されます。
　また、コスト削減にしても、「規模拡大は望まない」
とした企業は、73.1パーセントの企業が「今後の課題だ」
と述べたのに対して、「積極的に規模を拡大させたい」
と回答した企業は41.2パーセントと相対的に低い割合
となっています。
　一方で、「積極的に規模を拡大させたい」と回答し
た企業で割合が高かったのは、新規事業への進出ある
いは経営戦略等の項目で割合が高かったということが
示されています。
　またその他にも「組織体制の充実・効率化」といっ
たものも「規模を拡大させたい」と回答した企業では
相対的に割合が高いということが示されております。
３．長岡地域企業の事業継承に係わる
　　状況
　ここからは本日のシンポジウムのテーマである、事
業承継に係わる状況を報告します。
　まず、回答企業の社長様の年齢についてお伺いしま
した。40代、50代、60代、70代という10歳区分の選択
肢で選んでいただきましたが、60代、50代、70代以の
割合が多くなっております。やはり50代、60代、70代
6以上ということで、事業承継を取り組む課題として真
剣に取り組まなければならない、あるいは既に取り組
んでいるような世代の方々にアンケート調査をしてい
るということをうかがうことができます。
　次に、事業承継の準備状況についてです。事業承継
について十分に準備していますか、あるいは少しだけ
準備していますか、何もしていませんか、という質問
です。「不十分だが準備している」という回答が全体
としては高い割合でした。
　続いて、事業承継の方法です。一般的には「息子な
ど親族に継承」が多いのですが、近年では親族以外の
従業員、役員、あるいは全く関係のない第三者に会社
を継がせたり、M&Aや事業譲渡により第三者に事業
を売却するという手法もあります。事業承継の方法を
尋ねたところ、「親族などへの承継」が約半数、「親族
以外」が19.2パーセント、M&A等が4.1パーセント、比
較的若い経営者層でしたが、「まだ考えていない」が
24.7パーセントという割合になっています。
　事業承継の課題についてでは、もっとも割合が多
かったのが「後継者を教育すること」で42.6パーセント、
第２位が「取引先との関係を維持すること」で36.8パー
セントという割合になっております。
４．長岡地域企業の事業承継の分析
　事業承継に係わる準備状況をクロス集計で整理して
みました。社長の年齢ごとに40代以下、50代、60代、
70代以上という区分で準備状況をお示ししたものが４
－１です。特に40代以下と70代以上のところはサンプ
ル数がともに９しかないので、統計的に有意かどうか
は疑問ですが、年齢が高くなるほど準備をしていると
いうことが言えると思います。
7　次に「事業承継の方法」と「事業承継の準備状況」
を見てみます。親族に承継すると回答した企業におい
ては、「十分に準備している」という割合が９割を超
えました。92.9パーセントが「十分に準備している」
と回答したのに対して、親族以外への承継を考えてい
ると回答した企業では「十分に準備している」という
割合は54.1パーセントでした。その分「不十分だが準
備している」あるいは「何もしていない」という割合
が増加しております。
　自分の息子など親族への承継と親族以外への承継と
では、承継上の課題も異なるのではないかということ
で集計してみましたのが４－３です。大きな差がでて
います。
　後継者の候補を確保することは、自分の息子等親族
への承継の場合、5.9パーセントという低い数字である
のに対して、親族以外であれば42.9パーセントという
高い数字です。後継者が株式を買い取ること、取引先
との関係を維持すること、金融機関との関係を維持す
る等においても、それぞれ親族に承継するのか、親族
以外に承継するかで大きな差があります。後継者を教
育することでは、一般的に、親族以外を後継者とする
のであれば、優秀な人材を指名するケースが多くなる
ので、あまり後継者教育は必要無いのかと思ったので
すが、親族に承継する場合においても、親族以外に承
継する場合にも、やはり現社長が跡取りを教育するこ
とは課題だというのがどちらも高い割合を示していた
というのが特徴的です。
　従業員規模と事業継承の方法について調べました。
一般的に、従業員数でいう規模の小さな会社、規模・
従業員数の大きな会社ごとに、親族承継が高くなり、
大きな会社であれば親族以外の承継が高くなるという
ふうに全国的な統計では出ておりますが、今回の長岡
地域企業を対象としたアンケート調査でもそのような
傾向が見られます。
　また、従業員規模と事業承継の課題についてクロス
集計をとりました。これも会社の規模、従業員数の規
模によって課題に差があるのではないかと思ったので
すが、例えば後継者が株式を買い取ること等において
は若干差が出ましたが、あまり大きな差が見られませ
んでした。
　以上を踏まえて、事業承継を考える視点を述べさせ
8ていただいて、まとめに代えたいと思います。
　まず、事業承継の準備をはじめる適切な時期という
ものもあるのではないかということです。事業承継上
には様々な課題があるということがアンケート結果か
らも見てとれましたが、それらの課題を解決するため
には事業承継をはじめるべき時期が存在します。また
承継者が息子などの親族か、親族以外かによって直面
する課題が異なります。事業承継を語るときには誰に
継がせるのかを意識しなければなりません。さらに、
従業員数あるいは会社の規模にはそれほどこだわる必
要はないようです。ただし、個人的には規模の大小に
よっても課題に違いはあるのではないかと思います。
　また、アンケート結果では示されておりませんが、
一般的に経営者の世代交代と共に、例えば息子が会
社の後を継ぐことによってその息子が新しいビジネス
をはじめるというように、経営者の交代が企業成長の
きっかけになるということもケースとして多く報告さ
れています。
　事業承継を企業成長のきっかけとするにはどうした
ら良いのかということは、この後の小田島会長のご報
告では聞かせていただけるかと思いますので、楽しみ
にしております。私の報告は以上でございます。あり
がとうございました。
